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概 要
プロジェクト研究論文の目的は 2 つある。1つ目は、住宅の需給変化を定量化して個
人の選択肢を明確にすることである。人口減少を背景に住宅の価格は値下がりを見せた。
住宅は個人が持つだけで価格の上がる資産から、毎年税金がかかる上に値下がりする負
債となった。このような状況は継続して発生するのだろうか。また、資産を増やすため
には個人はどのように振る舞えばよいのだろうか。背景となる住宅の需給バランスを定
量化し、中古住宅の取引促進政策など政府方針もあわせて分析した。2 つ目は、個人が
中古住宅を購入しやすくするために、中古住宅の取引価格要因を明確にすることである。
政府の流通促進を背景に、価格面で個人に手の届きやすい中古住宅の取引は増加が見込
まれている。しかし、新築に比べて取引事例の少ない中古住宅は価格決定の過程が不透
明になりやすい。そこで中古住宅取引の公開情報を分析して、価格の決定要因を分析し
明確にする。二つの目的は共に、現在の住宅取引状況では曖昧なままにされている情報
を明確にし、住宅の取引増加への寄与を目的とする。
分析の結果新たな視点として、居住者の有無が価格に与えるに大きな影響が明確にな
った。中古住宅の性能査定を行う際、詳細な査定が難しくなることや、投資用とみなさ
れることで、住宅ローンが使えず税制の優遇が得られにくいためと推察される。居住者
の有無は 4000 万円の中古マンションで約 800 万円の価格差が見られ、同一の建築物で
あっても状況により価格が大きく異なることが観察された。近隣の取引事例や再建築価
格を基準とした既存の不動産価格理論とは異なる視点を新たに得られた。
論文では結論として、消極的な方針で住宅を購入しない方針をまず挙げた。人口減少
を背景にした長期的な住宅余りは、価格の下落を予測させる。下落の見込まれた資産を
個人が購入する強い必要性はないためである。積極的な方針では、政府の促進政策にあ
わせて中古住宅を購入する方針を挙げた。ただし、資産を減らさずに購入するには、現
状の分析によれば複数の条件が必要とされる。値下がりの起こりにくい築 15 年程度の
中古マンションを購入し、修繕費用の発生する 30 年前には退去の上売却するならば、
住宅の大きな減額は見られなかった。背景として、中古住宅の値下がりが購入から 3 年
程度で大きく下がり、以降は値下がりが緩やかなためと考えられた。住宅が値上がりを
続けた時代では、個人は住宅を購入し長期的に所持すれば資産を築けた。住宅の価格下
落が見込まれる現在、住宅購入を通じて資産を築くには積極的な方針が必要とされる。
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1第１章 研究の目的と背景
日本の住宅数は需要不足状態から余剰状態へと変化しつつある。過去において数量不
足のため価格が上昇してきた住宅は、価格の上昇をもたらす資産から一転して負債へと
変化している。住宅価格が下落する中で個人が住宅ローンを利用して住宅を購入する行
為は、負債を拡大する行為となる。下落する住宅に対して個人はどのように行動すべき
だろうか。第 1.1 節で本論文の 2つの目的を示す。第 1 に住宅の需給バランスが崩れた
中での行動指針を作成する。第 2 に政府の流通促進がなされている中古住宅取引の市場
を価格面から分析する。流通経路による価格要因を明確にし、購入促進に寄与するため
である。これにより新築住宅を購入する以外の住居取得の方針を示す。第 1.2 節では住
宅取引の背景を示し、第 1.3 節で分析手法として統計を用いるために、どのようなデー
タを活用し分析するかを示す。特に取引量の多い首都圏の中古マンションにおける分析
を行う。
第1.1節 研究の目的
住宅取引は信用取引の一種である。個人は住宅を購入するために、手元の資金や信頼
をもとにファイナンスを用いて住宅を手に入れ、将来的に住宅価格の値上がりを通じて
資産の増加を目標とする。株式の信用取引が手元資金をもとにして資金を借り入れた上
で株を購入し、将来による値上がりによる資産増加を目標としているのと同じ仕組みで
ある。ところが株式取引では公開されている収益率も流動性を示す取引量も住宅取引で
は不明なまま売買が行われたり、所有者が売却を打診するまで現在の価格が不明であっ
たりと、株式取引では公開されて当然の情報が、住宅取引では不足したまま取引が行わ
れている。本論文の第一の目的として、個人が住宅についての取引材料を増やすため、
住宅の供給量や人口の減少など不足していると思われる需給情報などを定量化して明
確にする。
さらに政府方針として中古住宅の取引促進がとられているが、中古住宅についても性
能面の表示が強調されており、価格の要因や取引事例などの資産面の判断情報は少ない。
本論文の第二の目的として、個人が中古住宅を購入しやすくするために、特に取引の多
い中古マンションの取引の公開情報を分析して、価格の決定要因を分析し明確にする。
二つの目的は共に、現在の住宅取引状況では曖昧なままである情報を明確にし、住宅の
取引増加への寄与を目的とする。
第1.2節 研究の背景
過去において日本の住宅の課題は供給不足にどのように立ち向かうかであった。都市
2部の急激な発展に伴い急増した都市人口に対し、住宅の数と質をどの様に間に合わせる
かであった。サラリーマンに向けた住宅ローンの制度作りや、住宅地への軽減税制の作
成、良質な住宅を担保するための建築基準法の改正がその例である。しかし現在では、
日本の人口は減少している。すなわち住宅の需要もかつてほどは旺盛ではない。さまざ
まな制度の前提となっていた住宅の供給不足もそのほとんどは解消されつつある。それ
にもかかわらず各種制度は残っており、現在でも新規住宅の供給は継続して行われてい
る。
新築住宅の供給が継続し、既存の中古住宅は余り始めた。空き家の増える地方都市が
存在する一方で首都圏では大規模なマンション開発も継続して行われている。供給過剰
に伴い、住宅価格の下落が予測される。しかし個人の購入状況を見ると、年収の 3-4 倍
にもなる住宅を、住宅ローンを利用して購入する人が現在でも見受けられる。つまり年
収より大きな資産を購入するのにファイナンスを利用している。資産の上昇時が見られ
る際にはレバレッジがかかるため、個人の資産形成に大きく寄与するが、現在のような
下落時には逆であり大幅な資産減少の原因となる。サラリーマンとして生活しながら、
早い段階で長期の住宅ローンを組んで住宅をとりあえず購入して値上がりを狙う住宅
価格の上昇時に有効だった既に有効ではない戦術が現在もとられている。地域ごとに住
宅の価格が変動する今、個人はどのような尺度をもって住宅保有を考えればよいのだろ
うか。人間が生活をしていくうえで、住宅は生活の基盤として必要不可欠である。必要
なものであるがゆえに、資産面に目をつぶって住宅を購入して所有することが無自覚に
良いこととされてはいないだろうか。購入済み住宅の査定を避けて資産額を曖昧にし、
住宅ローン破綻のリスクから目をそらし続けてはいないだろうか。
住宅の需給バランスが変わったため、住宅は値上がりの見込める資産から値下がりが
予定される負債へと変化した。しかし住宅ローンを利用し、新築住宅を購入するという
個人の行動が変化していない。住宅市場の変化に個人の意識が追い付いていないのであ
る。このような状況が続けば個人の資産は必ず減少し続ける。結婚や子育てといった社
会的な環境が変化しておらず、個人は住宅を必要としている中で、一体個人はどのよう
に行動すればいいのであろうか。住宅取引の状況を確認して変動の幅を知れば、リスク
はコントロール可能である。価格や取引量など、現在の住宅取引状況を確認し、ローン
や価格の仕組みを理解することで、住宅の値下がり状況においても個人が資産を形成す
る方法を論じていきたい。
個人にとって住宅の購入は、資産の多くの行方を決める重要な判断である。しかし購
入の判断は資産が増えるか否かだけでは行われていない。結婚したから、子供ができた
からのように個人の事情が購入の理由となっている。高度成長期においては、住宅は個
3人が資産を増やす手段であった。ローンを組んで全国どこでも土地を買えば、インフレ
の働きもあってローンは実質目減りし、上昇した住宅価格は個人の資産を増やしてくれ
ていた。住宅が全国一律で値上がりしていた時代ならば住宅の購入は個人の資産を増や
していた。人口減少がみられる現在では、個人の事情を優先した判断で購入した住宅に
よって資産を大きく減らす人、ローン破綻する人が存在している。
信用取引の構造は株式取引と住宅取引は同じだが、コストの面では異なる。住宅は所
有するだけで固定資産税などの税金が発生するため、住宅価格の値上がりが発生しない
と必ず損失が発生する特徴を持つ。つまり、デフレによって住宅の値段が下がり続けて
いる間、住宅を購入した個人は信用取引に負けて大きな損失を出し続けているのである。
さらに個人の事情をもとにした住宅取引は、信用取引の特性上手元資金を超える大きな
損失を出す可能性がある。いくらまでのローンが組めるかといった個人の信用面の事情
や近隣教育施設の充実や職場までの通勤といった個人の生活面の事情は、中古住宅市場
での住宅の評価とは直接関係がない。
転勤など何らかの事情で自宅を手放すことを検討した時、住宅の値下がりに気づき、
初めて大きな損失が発生しているときに驚く個人は少なくない。住宅ローンの残った債
務が大きく、住宅が実際に売れそうな価格の低さに驚いて初めて自分が大きな損を出し
たことに気づくのである。住宅ローンの残り具合によっては売却か買うよりローン残額
が多くなり、住宅を売却するのに現金が必要な状況すら発生する。住宅取引の契約書に
は住宅の広さや構造は記載されているが、中古価格や流動性までは記載されていない。
信用取引をする株式の資産価値を毎月確認する人は存在するが、住宅の資産価値を毎月
確認する人はほとんど存在しない。自身で収集の必要がある。
住宅の取引時、保有時に継続して使用できる情報として需給バランスが存在する。住
宅市場が需要と供給が現在どのようになっているか、将来予測を明らかにするため、需
要を示す人口や世帯数の推移と、供給を示す新規住宅、さらに住宅ストックである中古
住宅の流通情報を合わせて分析したい。特に人口においては、住宅の購入年年齢が 30
代であることも多く、将来の予測も立ちやすい。さらに住宅不足の状況から住宅余りの
状況という転換期下では、住宅価格下落や空き家増加など、今まで発生していなかった
課題が発生する。現在の需要減少、供給過剰の状態が続くことで新しい課題の増加が予
測される。課題が増加してくるのをただ待つのではなく、先行して解決策を講じるため、
住宅市場において取引情報を収集し定量化を行う。
需給バランスが住宅不足から住宅余りへと状況が変化する中で、今までとは異なる課
題が発生してきた。空き家の発生はその典型的な課題である。住宅・土地統計調査（2012）
4では、すでに日本国内の空き家数は増加傾向である。人口減少が継続的に進むことによ
り、総務省人口推計（2014）では 2035 年には 35の県で世帯数が減少することを予測し
ている。この場合、単純な人口減よりも住宅の需要減への影響は直接的である。つまり、
地方都市の親子同居の三人世帯で子が都市部へ独立するなどして二人世帯になった場
合、地方人口は減っても、住宅はそのまま利用されるため、世帯数は変化しない。しか
し、その後親世代が転居などで地方からいなくなった場合には、後に住む者がいないこ
とを示している。残るのは空き家である。人口減の社会で緩やかに減っている住居の需
要が、世帯数の減少で一気に空き家の形で表面化することは想像に難くない。
新築住宅が供給されるならば、機能の劣る古い住宅が取り壊されるなりして、市場か
ら退出してくれれば需給のバランスが崩れることはない。実際には老朽化した一戸建て
住宅はそのまま放置されることが多い。これは住宅を解体してしまうと固定資産税の減
免が受けられなくなることが大きな理由である。解体後の土地需要のない場合、老朽化
した家屋は流通にも乗せられず、解体する費用より減免された固定資産税を支払ってい
るほうが安いため、ただ放置しているのである。つまり税金という制度面の課題が、空
き家の増加に拍車をかけているのである。
住宅の課題に、既に日本政府は積極的に対応しており、住宅の需要減に伴う政策の転
換が図られている。日本再興戦略 5)（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）によれば、フロー
拡大からストック充実に向けて質の高い多様な住宅ストックの形成を図るため、既存住
宅のインスペクション（査定）や長期優良住宅化のための基準等の整備を行う、との方
針がとられている。具体的な手段として、中古住宅の普及を目的とした、国土交通省イ
ンスペクションガイドライン（2013）6)が公表され、中古住宅の査定標準化が導入され
ている。これは中古住宅に対する査定をガイドラインに沿った形で標準化することで、
業者ごとに異なっていた中古住宅への基準を統一し、購入者の判断情報を増やす。その
結果空き家など現在流通していない住宅を市場に流通させやすくして、ストックの充実
を目標としているといえよう。
将来的な住宅課題の政府対策として既存住宅の活用があげられている。空き家の発生
が空き巣や火災のようなトラブルの遠因となり得るため、新築住宅の極端な増加を抑え、
中古住宅の利用が目標である。中古住宅性能のインスペクション（査定）制度なども新
設されているが、資産面の情報については、やはり個人に収集の必要がある。流通促進
が望まれながら低い流通水準にとどまっている中古住宅、特に在庫数の多い中古マンシ
ョンに着目する。新築マンションに比べ取引量の少ない中古マンションは、販売時の価
格決定が不明瞭となりやすい。転勤や相続などの売り手の個人的な事情が売り出し価格
に影響を与えやすいからである。そのため、規模や築年数などの条件がほぼ同じにもか
5かわらず異なる金額で流通に乗せられている中古マンションも多い。
中古住宅の流通では政府対応とは異なることが起きている。特に住宅ストックの多く
を占める中古マンションでは居住者が存在しながら取引が行われている事例もある。自
己使用を目的とした住宅であれば住宅ローンも使用可能であり、固定資産税も減税され、
優遇されている。このような背景では同じような条件を持つ中古マンションでも居住者
の存在による価格差が存在し得る。ではこの価格差は、居住者の有無だけが原因なのだ
ろうか、それとも他の要素が原因となっているのだろうか。このような状況は政府対応
では前提とされておらず、一般性があるかどうかの判断がつかないままである。
中古住宅に住人がいる状況ではガイドラインが活用できない状況が存在しており、価
格についての理論面も確立されていない。しかし住人が存在する住宅を売買することは、
投資不動産の取引としてすでに行われている。このような住人が存在しながら住宅の売
買を行う取引を増加させることができれば、流通の拡大につながるのではないだろうか。
住宅ローンが破綻しそうな場合や、住み替えの残債が大きく次の住宅ローンがうまく組
めない場合など、住宅の価格が下落するなかで起きてくる課題について解決することも
可能となる。つまり、自宅に居住しながらいったん自宅を売却し、その後賃貸する（リ
ースバック）という、法人が本社ビルを売却するのと同様のスキームを利用することが
可能となる。そのためにまず、住宅に対する情報が完全には得られない中での取引につ
いて、市場はどのような評価を中古物件に対しておこなっているかを把握する必要があ
る。本論文では中古市場で多くを占める中古マンションの流通データに着目し、特に居
住者の存在する中での流通という、既存の価格理論では不明瞭な部分を明確にすること
で、取引時の指針を作成する。指針を作成して、中古住宅の流通量を増加させる方針を
提言することを本論文の第 2 の目的とする。
たとえば図 1-1 のような一見同じ条件に見える中古住宅でも取引価格に差が見られ
る場合がある。東京駅から電車で 45 分離れた中古住宅では、築 20 年、80 ㎡の条件で
ほぼ隣地にあるにも関わらず、売り出し価格で 2,400 万円と 3,000 万円という約 2割の
価格差が生じていた。詳細な条件を見ると、居住者の有無が大きな差である。この 2割
という価格差は、居住者の有無だけが原因なのだろうか、他の要素が原因となっている
のだろうか。もし居住者の有無だけが原因ならば、居住者のいる住宅を購入し、退去ま
でただ待つだけで、購入者は差額の 600 万円分の資産を増加させることが可能になる。
このような価格のゆがみは本当に存在しているのだろうか、存在しているならば個人が
資産形成する際には有益に使えるのではないだろうか。本論文では、中古マンションの
価格に対し分析を行なうことで、居住者の存在が中古マンションの売り出し価格に影響
を与えるかどうかを推定する。価格決定要因を明瞭にし、現在流通量の少ない居住中の
6中古マンション流通を促進に寄与したい。
図 1-1 中古住宅の価格が不明瞭な例
以上の背景を踏まえ、本プロジェクト研究の目的を再度 2 つにまとめる。
1.住宅の需給変化を定量化し、新たな課題に個人が対応する方針を明確にする。
2.個人が中古住宅を購入しやすくするために、中古住宅の取引価格要因を明確にする。
第 1.3 節 研究の手順
既存ストックおよび新築住宅のデータを分析する。需要面として、統計をもとにした
人口及び世帯数のデータを用いる。人口の減少を通じて世帯数が減少する将来の日本に
おける需給を推測する。供給面として、新築および既存住宅数を合わせることで需給バ
ランスの分析を行う。さらに個人が住宅の購入を行う時期や、販売時の調査を利用して
金融や税制、社会状況などから課題の抽出を行う。価格が下落する中で、ファイナンス
を利用して新築を購入することでどのような損失が出るかを明確にし、損失を避けるた
めにどのような振る舞いが必要かを検討する。
さらに、取引状況を具体的にするため、住居ストックとして数の多い中古マンション
の取引データを分析する。これにより市場が中古物件をどの様に扱っているか、住宅が
持つ要素を価格にどのように織り込んでいるかを検証する。取引データとして指定流通
機構/不動産流通経営協会を用いた。理想的には流通する全物件のデータが好ましいが、
個人同士の直接売買や、指定流通機構への登録を免除される一般媒介の物件など把握す
るのが困難なデータを除いたものを用いる。これにより、マンションの築年数や最寄駅
からの距離といった、現在用いられている価格に影響を及ぼす要因に加え、住人の有無
がどの程度価格に影響を及ぼしているかを算出することを試みる。また、マンションの
住人は通勤を前提にしているとの考えから、都道府県別ではなく、都市圏を前提として
分析をおこなう。もっともデータ数の豊富な東京圏を分析対象として、電車の路線ごと
に主要駅からの時間をもとに分析する。
7第２章 日本における中古住宅流通市場の課題
日本の人口は既に減少期に入ったが、世帯数は微増を続けている。推計によると、世
帯数の本格的な減少は 20 年後から発生する。住宅需要の観点から考えると、新しく住
宅購入を検討する世帯がそれだけ減少する。現在は世帯数の増加も見られる首都圏にお
いてすら、将来には住宅が余る状態が予測されている。人口減少という避けられない背
景の下で発生する住宅需要の長期的な減少を見据え、新築住宅供給を中心に据えた不動
産市場は、既存住宅の活用へと転換を行いはじめた。本章では住宅流通の現状を把握し、
課題を分析したうえで流通促進の方法を検討する。
第 2.1 節 日本国の人口及び世帯数の推移
日本国内で 2000 年を境に人口の減少が始まったが、住宅は一人ずつではなく通常世
帯毎に取得される。世帯数はどのような状況なのだろうか。図 2-1 は日本の人口と世帯
数の実数と推計を示している。2010 年の段階では人口はすでに減り始めているが、世
帯数は現在も増え続けており、2020 年まで微増を予定している。すなわち日本全体で
は住宅需要も増加し続けている。また、人口数は大きく減少を見込んでいるが、世帯数
は微減にとどまっている。
図 2-1 日本国人口・世帯推計値 国立社会保障・人口問題研究所
日本の世帯数の将来推計 2013(平成 25)年 1 月推計 7)より筆者作成
2010 年までは実測値、その後は推測値（中位仮定を採用）。
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8日本全体で見ると現在も需要が増えている住居であるにもかかわらず、実際の住宅を
見ると居住者の存在しない住宅も見受けられる。すなわち空き家が存在しているのであ
る。人の住まなくなった空き家は、人の手が入らないため単純に建物が劣化しやすいだ
けではなく、周囲に問題を与える。台風や地震の際に倒壊すれば人命にかかわる危険性
があったり、管理者がいないため不審者の立ち入りにともなう火災の危険性があったり
と、問題が周囲に広まる。それゆえ全国で空き家の増加は社会問題となっており、解決
するために 2014 年秋の臨時国会で空き家対策法案が成立した。これまではどんなに老
朽化した空き家でも個人の資産であるため、行政が勝手に手を出すことは避けられてき
た。法の成立により、行政が空き家に立ち入り検査を行い改善の指導が可能となった。
改善が見られない場合老朽化した住宅を強制的に取り壊すのも最終手段として明文化
している。個人の資産に行政が介入することを可能とした大胆な法案といえる。法案成
立の背景は一貫して増え続けている空き家である。図 2-2 に総務省の発表による日本の
空き家率の推移を示した。現在だれも住んでいない空き家を全国の住宅総数で割ったも
のであり、1993 年からの 20 年間で 3.7％の増加がみられた。図 2-1 で世帯数の増加を
確認できたのとは反対に、全国平均で空き家は増え続けているのが確認できる。
図 2－2 日本の空き家率推移
総務省統計「住宅。土地統計調査」（2013）
総住宅数と空き家数の推移 8)より筆者作成
世帯数が増えているのに、空き家も増えている。当然放置される空き家にともなう問
題も増加する。これは人口のどのような動きを示しているのだろうか。図 2-3 に東京圏
の人口流入を示した。人口の動きは時代により明らかに異なる。1990 年代には東京圏
の流入は減り続けていたが、1994 年のバブル崩壊後は反転して増加している。過去に
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9おいて地方から都市部への人口の流出が見られてきたが、バブル崩壊以降は一貫して東
京圏（東京、埼玉、千葉、神奈川の合計）では人口が増え続けており、そのほかの都市
部では世帯は減り続けている。
図 2-3 東京圏人口流入の時系列比較
東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県の合計
総務省 人口移動台帳人口移動報告 9)より筆者作成
過去においては、東京へ通勤通学する人々は周辺の千葉、埼玉、神奈川などのベッド
タウンに住宅を構えており、都心部の人口は減っていた。伊藤隆俊(1993) 1)によれば、
マンション賃料に比較してマンションの価格は極端に高騰しており、郊外への人口脱出
の一因となっていた。この現象はドーナッツ現象とよばれていた。しかし 1994 年を節
目に東京都に人口が集中し始めた。人口の増加に陰りの見えた 90年代後半から 2000 年
代において、通勤や通学に便利な都内に住み始める世帯が集中して増え始めたのである。
周辺の三県では増加しているが、その伸びは鈍化している。人口が日本全体として減少
する中で、東京にのみ人口が集中した場合、住宅需要はどのように変化するのだろうか。
東京圏をさらに分析するために、供給面である住宅数を合わせてみてみよう。
図 2-4 では東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の合計）の世帯数と住宅数を
比較した。継続して世帯が増加している東京圏においても、1990 年には需要を上回る
住宅数をすでに達成した。しかし住宅の総数が増えているため、新規の住宅着工も継続
がよみとれる。住宅数と世帯数の差が需給ギャップである。常に供給が需要を上回って
住宅が累積してきた結果、住宅の不足は二つの線が交わる 1980 年代後半にすでに解消
されているとみるべきだろう。住宅数が需要を満たした中での新規の住宅供給は、既存
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の住宅と競業が発生する。すなわち東京圏では、需要である世帯数は増えているが、そ
れ以上に供給される新築住宅は増え続けており、住宅余りが起きているのである。東京
圏で個人が住宅を購入しようとした場合、新築住宅から中古住宅まで選択肢が増えた状
況といえよう。多様な選択肢の中で個人がどのような購入行動をとっているかを 2.3 節
で分析する。
図 2-4 住宅数と世帯数比較
総務省人口移動台帳人口移動報告 9)より筆者作成
第 2.2 節 個人の住宅購入傾向
図 2-5 で見られるとおり、個人の住宅所有率は 30-34 歳から急激に大きくなる。住宅
の購入方法は住宅事情の背景を反映して、世代により傾向が異なっている。団塊ジュニ
ア世代の住宅ニーズに関する調査研究（2005）によると、1947～49 年の間に誕生した、
いわゆる団塊世代はライフステージに対して住宅の売買を繰り返してきた。結婚して妻
と二人の際にはマンションを購入する。次に子育ての際にはマンションを売却し、郊外
の一戸建てを購入する。さらに引退後は一戸建てを売却し、都市部に再度マンションを
買うなどの事例がその典型例といえる。子世代である、1973～80 年生まれの団塊ジュ
ニア世代では、住み替えとは異なった振る舞いがみられる。都市部の団塊ジュニア世代
はマンションの賃貸居住者が多く、住宅の購入率が低い。郊外の団塊ジュニア世代では
親の住居の側に一戸建を購入し、住み続けるなど世代のみならず地域によっても異なる
傾向がみられる。
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図 2-5 日本人世帯主の年齢ごとの
総務省統計局（2013）「住宅・土地統計調査
違いの背景には住宅価格の変遷があ
がり続けており、長期のローンを組
年後住居を売却すれば売却益を得る
はすなわち、住宅の売却益をもとに、
すことであった。現在では住宅価格の
価格が下がっていることが通常であ
場合でも住宅ローンの残債が住宅価
多量の現金が必要となり、現金資産を
生する。住宅が資産ではなく負債とし
。上の世代が活発に売買を繰り返して
慎重である原因の一つであろう。
考えるために団塊ジュニア世代の給
ーマンの給与は平均で 410 万円であ
ることができる。親世代に比べ、物
が住宅購入を検討した場合、当然資金
助としてもらうことは多く行われて
住宅の基準を満たせば、子が親から55-59 60-64 65-69 70-74 75以上
住宅所有率割合
」9)より筆者作成
る。団塊世代が住宅を購入した頃
んで住宅を購入することが可能
ことができた。ライフステージ
価格と機能の高い住宅を次に購
大幅な上昇は見込めないどころ
る。このような状況下では、住
格を上回って、住宅ローンの借り
持たないと単純な住宅売却すら
て生活を立ち行かなくする可能
いたのに対して、団塊ジュニア
与水準を見てみよう。国税庁によ
る。ピークである平成 10 年より
価の上昇する中で給料の少ない
が不足する。その不足した頭金
いる。この援助は税制面でも優遇
住宅購入の資金を援助してもら
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うのに、平成 26年では 1000 万円まで非課税である。通常の親から子への贈与税が年間
110 万円まで非課税であることを考えると、9 倍近い世代間の資金移転が非課税となっ
ている。団塊の親世代の資金援助が団塊ジュニア世代の住宅購入に大きく関与している。
その結果が、団塊ジュニア世代の戸建て購入立地が親の近くとなっている傾向を強めて
いるともいえる。
購入する住宅の種別に対する、国土交通省の住居取得のアンケート（2013）によると、
中古住宅の購入希望も団塊ジュニア世代、さらにその下のゆとり世代の特徴である。ア
ンケート調査によれば、団塊世代で新築を希望した世帯は 55％を超えるのに対し、団
塊ジュニア世代では 40％、ゆとり世代では 28％しか新築への強い要望は見られなかっ
た。団塊世代ではみられなかった住宅の取得方法として、居住者のいない中古住宅を購
入し自身の好みに合わせてリフォームするといった購入方法が検討され始めている。
第 2.3 節 住居売買時の課題
住居売却の課題を考えたとき、金銭的な側面から検討する。新築で住宅を取得し、そ
の後何らかの事情により住宅を売却しようとした場合、多くの場合ではローンの残高が
売却価格を上回った状態になる。残った債務を残債と呼ぶ。平均的なマンション取引価
格が減価する方向を図 2-6 に示した。東京圏で 4000 万円のマンションを購入し、その
後に中古市場で売却した場合、価格の減少傾向が示されている。マンションを新築で取
得した場合、当初の 10 年ほどが最も減価が激しい。これは新築物件に対してはマンシ
ョンの建築業者の他取扱不動産業者などの利益が大きく乗って売買されているためで
あり、中古物件になるとその利益が取り除かれて評価されるためである。すなわちマン
ションは新築を購入した瞬間に約 30％程度減価するといえる。その後緩やかに減価し
て築 15-20 年まで減少し続ける。築 21 年の段階で横ばいに見えるのは、現在のマンシ
ョン管理では築後 20 年を境に外壁の再塗装など大規模な補修が行われるためであり、
その分が市場価格に影響して本来なら経年にしたがった下落が食い止められていると
推測される。
この場合では新築マンションの購入は購入後 21 年までローン残高が価格を常に上回
った状態であり、売却には費用が発生することを示す。ローンの終わる築 30 年を過ぎ
る頃減価は無くなり、売却時に現金が必要な場合は減るが、代わりに補修費用が発生し
始める。マンションであれば配管の交換費用、一戸建てであれば屋根や壁の補修費用が
年々高額になってくる。物件の価格はさらに下がり始める。以前であれば住宅価格の上
昇ですべてをカバーできた金額であるが、価格が上昇しない現在ではどのタイミングで
住宅を売却するかで売却金額が大きく異なってくるのだ。住宅を売却するのは個人の事
情であるが、価格は築年数など住宅の状況による。住宅価格の上昇と個人が住宅を売却
するタイミングがうまくかみ合えばよいが、現在見られる住宅価格の下落傾向では起こ
13
り得ない状況だろう。住宅を売却に出したあとで、下がり続ける住宅価格に耐えきれず、
大幅な値引きを行って売却を行う場合も存在する。相続など急ぎの事情から不本意な金
額で住居を売却するなどである。
図 2-6 住宅価格の築年による下落と住宅ローン残高
中古マンションの平均価格は
「三大都市圏と福岡県のマンション価格インデックス 2009」10)
ローン残高は 3600 万円を金利 2％35 年ローンで試算
ボーナス払いなし元利均等払い
現在住み替えを検討しているのならば、売却に引き続き購入の課題が存在する。現在
の住宅ローンに加え、新規住宅のローンについて資金計画を立てなければならない。住
宅の売却計画と同時にである。現在の住宅の売却金額を予測したうえで新規の住宅ロー
ンを組むため、リスクの高いシミュレーションを個人で行う必要が出てくる。価格変動
のリスクはすべて個人が背負っているのである。購入を先行して新規のローンを組んだ
後に、大きな景気後退局面が発生した場合、思った通りの価格で住宅を売却できず、ロ
ーンを 2本抱え続ける状態などもあり得る。
インスペクション（査定）では建物にかかる費用を明らかにすることで中古住宅の流
通を促進しようとしているが、先行して売却を検討した場合での対応が難しい。現在の
住宅に居住者の荷物が存在し、構造部分などの劣化が見えにくいからである。共用部分
から内部の劣化を推し測れるマンションでは専用室内の配管劣化やサッシの傷み具合
を判断するのは難しく、ましてや木造戸建ての水回りの劣化具合などは、床を開けてみ
0
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ないとわからない部分が多い。判断が難しい物事は、売却価格の下落要因となり個人の
リスクを増大させる。住宅の詳細な調査のためにはいったん住人がいない状態になるこ
とが要望されている。インスペクションを精緻に行おうと、住宅を住み替えの際購入を
先行する人は、住宅売却時の価格下落リスクを背負っているのである。
第 2.4 節 第 2章まとめ
世帯数の減少はこれから発生し、空き家の数はその際に大きく増える。需要の潤沢な
東京圏においても住宅余りが発生しており、空き家の増加傾向は続く。現在住宅を購入
する中心の 30 代は親の資金援助をもとに、親の近くに一戸建てを購入する傾向がある。
住宅の売買を同時に行う住み替えは、住宅価格の下落の中では、価格変動リスクは個人
でとる必要があり、買い替えが行われる件数が少ない。そのため一か所に定住する傾向
がある。新築にはこだわりを持つ層は少ない。販売面を見ると、新規住宅の販売戸数は
減ったが価格は大きくは下落していない。新築住宅を減少した給料で購入するサラリー
マンは可処分所得が落ちるため、破綻する可能性が高い。サラリーマンは住宅を購入し
ないまたは中古を勧めたい。
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第３章 中古マンション取引の現状分析
住宅取引の 85％以上が新築取引であり、中古住宅の取引数は 15％以下である。新築
住宅のさらなる供給は住宅取引の高止まり、在庫すなわち空き家の増加につながる。も
っとも在庫数の多い中古マンションの取引価格を、各要素から分析を試みた。通常考え
られている築年や広さの要素以外に、居住者の有無が価格に影響を及ぼしていると推察
される。この事実の検証が本研究の目的の一つである。詳細は第 3.1 節で述べる。居住
者が退去した後のリフォーム費用や、不動産業者が瑕疵担保のリスクを負う現行の体制
が価格に反映されたものと思われる。不動産業者に住宅買取りを依頼すると、このリス
ク分だけ低い値段で買取価格は提示される。また、仲介を依頼する際に居住中の物件を
取引することが可能ならば、二重ローンの回避が可能になったり、買い替え時の資金需
要を確定したりと、所有者のメリットを増やすことができる。このような所有者側のメ
リットを増すために、まずマーケットが現在リスクをどの様に判断しているかを測定し
た。
第 3.1 節 中古不動産の価格決定
中古住宅が取引される際は、通常不動産業者を通じて行われる。不動産業者は国土交
通省指定の流通機構に、取り扱う住宅の情報を登録する義務を負うため、流通中のデー
タの把握は可能である。国土交通省が行った流通中の住居についての各国比較を図 3-1
に示す。全住宅取引に占める中古物件取引の割合を国別に比較した。他の国に比べ、新
築住宅の取引が多く、中古物件の取引が少ないのが現在日本の住宅取引の特徴である。
気候や地震などの地理的な要因が存在するため、単純な数値比較は難しいが、他国に比
べ極端に中古取引が少ない結果となった。
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図 3-1 中古住宅流通 2013 年 12 月 国土交通省
『中古不動産流通市場の活性化に向けた施策の展開について』11)よりデータ引用
第 2.1 節で述べたように、土地や住宅価格の下落時にローンを組んで新築住宅を買う
のは資産を減らす行為である。新築住宅に比べると取引量は現在のところ少ないが、中
古住宅も同様にローンを組んで購入できる。種類は戸建て住宅から、一人暮らし用のワ
ンルームマンションまで様々な種類の住宅が流通しており選択肢は豊富だ。新築の場合
は不動産業者から購入する必要があるが、中古住宅は不動産仲介をもとに個人から購入
することも多い。価格も市場で評価されるため、周辺相場から妥当性を判断しやすくな
る。
資産の観点から見れば、中古物件の購入は新築物件の購入に対して資産の目減りを少
なくすることができる利点もある。実際の中古市場を分析するために、最も流通数が多
い首都圏の中古マンションを室内の面積と金額、居住者の有無について図 3-2 に分類し
た。
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実際に住むことを目的としているため、通常居住者がいない状態で取引される。賃貸契
約を結んで居住する賃借人がいた場合、現在の法律では賃借人を追い出すことが非常に
困難なためである。借地借家法では原則的に賃借人は強く保護されており、賃料の未払
いなどの不備があった場合でも即時の追い出しは違法行為となるほどである。このよう
な面倒をさけるため、居住者がいない状態での取引が主に行われる。ただし数は少ない
が、一部には投資用として居住者が存在しながら流通に乗っている住居も存在する。も
ともと所有者が自己所有することを目的として新築で購入したが、転勤などの理由で他
人に賃貸、その後売却するなどの理由が考えられる。
投資用と自己使用という目的による分類は明確ではない。二つの分類は重なり合って
存在している。同じマンションでも購入者が何らかの理由で自身が居住しない状態にな
れば賃貸物件として貸し出すことが可能になるからである。20 ㎡前後の狭い面積で作
られたワンルームマンションが貸し出しを前提に作られている特殊な状況なのであっ
て、ファミリー向けに作られたマンションであれば、自分で居住するのも賃借人を募集
するのも本来は所有者の自由である。
中古住宅の価格要素についての議論を単純化するため、図 3-2 で示すうち、2 人から
4 人で住むファミリー向け物件（40～80 ㎡）に絞り、取引データ数の多い首都圏（東京
都、埼玉県、神奈川県、千葉県）を対象に分析を行った。分析の背景としては、藤澤 美
恵子、隅田 和人 (2001) 2)で新築マンションについて分析されている通り、ファミリー向け
マンションのターゲットは主に給与所得者向けであり、マンションから都心への通勤を
想定しており通勤に伴う要素がマンションの価格に反映されると考えられる。ちゅうこ
マンションも同様と推察され、地理面からみて直線的で分析が明確になりやすいＪＲ中
央線を対象に図 3-3 で新宿-八王子間の中古マンション価格を示す。新宿からの時間を
横軸にとると、新宿からの時間がかかるにつれて、マンション価格が減少する右下がり
の傾向が見られる。中央線沿線の住人が新宿方面である都心部のオフィスまで通勤を行
うため、住宅が都市近郊にあれば通勤時間が少なくなり利便性が高くなる。利便性が高
くなれば通勤にかかる負担も軽減されるため需要が高く、それゆえ取引価格も高くなる
と推測される。
19
図 3-3 中古マンション価格分散図（n=37）
Athome4)新宿-八王子間中古マンションより
2014 年 9月 3 日付データ取得し筆者作成
同一時間距離の中古マンションでも価格差が存在しているため、単純な右下がりの直
線状にはなっていない。新宿からの時間だけでなくそれぞれの中古マンションが持つ、
面積や築年数や居住者の有無など複数の要素が価格に影響を及ぼしていることが読み
取れる。マンションの取引の際に明示される築年数はマンションの建築された時期から
建築物の劣化具合を示し、専有面積は居住可能な人数を示す。図 3-3 には、流通機構に
登録されているマンションのデータを利用した。よって居住用として取引されるマンシ
ョンに加え、投資用として購入される種類の現在居住者の存在する賃貸中マンションの
データも含んでいる。図 3-2 で見られる重なり部分である。図 3-3 で使用したファミリ
ー向けマンションのデータにおいては価格が時間に反比例していないことが観察され
たため他の要素も合わせて分析を行う。手法については、清水 千弘 唐渡 広志 (2007）『 不
動産市場の計量経済分析 』3)に見られる、マンション価格についての基本的モデル要素に加え、
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居住者の有無を追加した。
中古マンションの流通時において、価格がどのような要素によって評価されているか
を分析する。不動産業者の利用する指定流通機構に登録されたもののうち、公開情報を
元として、同じ住居を複数の業者が扱う重複を除いた 2014 年 9 月のデータを用いた。
都市圏におけるマンション価格について、時間距離や広さなどの物件の持つ要素で重回
帰分析を行った。都心への通勤を前提に、新宿駅までの時間（分:ｘ１）、居住性を示す
専有面積（㎡: ｘ２）、経年による躯体、設備の劣化度合いを示す築年数（年:ｘ3）、現
在の居住状況（居住者有：1 居住者無：0 : ｘ４）を説明変数として重回帰分析を行った
ところ、回帰モデルは成立し、以下の表 3-1 の重回帰式が得られた。
表 3-1 重回帰分析結果
独立変数 回帰係数
ｘ１ 時間（分） -52
ｘ２ 専有面積（㎡） 28
ｘ３ 築年数（年） -60
ｘ４ 居住者（賃貸中：1 空き：0） -879
定数 4678
ｙ（価格:万円）= 4678 - 52ｘ１ +28ｘ2 -60ｘ3 -879ｘ4
修正済み決定係数は 0.802 が得られた。物件の持つ要素である時間（ｘ１）や専有面
積（ｘ２）、築年数（ｘ３）などが価格に影響を及ぼしているのは既存の価格理論でも考
慮されており、時間を示すｘ１や築年数を示すｘ３の係数が負である点も整合性を持つ。
より遠ければ通勤に不便であるため安くなり、より古ければ設備や建物の劣化が存在す
るため価格は安くなる。逆に専有面積で広さを示すｘ２は今回の範囲では広ければ値段
が高くなった。近年市場でも売買され始めたタワーマンションやメゾネットタイプの数
百㎡の大きな部屋が今回の分析対象から外しているため、広さが居住性の快適性につな
がり、価格に反映したと思われる。
特徴が大きく表れたのは居住者の有無が価格に影響を及ぼしていた点である。これま
で居住者の要素が注視されていなかった。居住者からの賃料を目的とした投資物件とし
てのマンション売買は投資物件として居住者がいる物件同士が比較され、購入者の自己
利用を目的とした居住物件は、居住者のいない物件同士が比較されてきたからであろう。
今回の分析ではファミリーマンションを前提に購入者の使用目的を問わず、居住者の有
無も合わせて分析を行った結果、居住者の存在が 879 万円の減額要素となっている。す
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なわちマンションの建物としての要素である、立地を示す主要駅からの時間や専有面積、
築年数などが似通っていても、居住者の有無で大きく金額がかわることを示している。
1.2節で挙げた例を再度検討してみる。東京駅から電車で45分離れた中古住宅では、
築 20 年、80 ㎡の条件でほぼ隣地にあるにも関わらず、2,400 万円と 3,000 万円という
600 万円の差が、居住者の有無で生じていた事例であった。表 3-1 で得られた重回帰式
で試算すると、居住者ありの場合 2499 万円、居住者なしの場合 3378 万円の計算結果が
得られる。実例よりも回帰分析の結果のほうが、居住者の有無についての差額は大きな
結果が得られた。
差額が発生する背景はいくつか考えられる。既に述べたが借地借家法上では、物件を
購入して賃借人が存在する場合、合理的な理由がない限り無理な追い出しをかけること
はできないし、合理的な理由があってすら即時に追い出しはかけられず、裁判手続きを
経る必要がある。また売買の際に第 2.2 節で述べたインスペクション（査定）を行おう
と考えても、生活空間内である室内へ立ち入っての詳細な調査は事実上困難となる。さ
らにはファイナンスの際、金利の優遇された住宅ローンではなく、投資用の不動産投資
ローンを利用する必要があるなど不利な条件が重なっている。複数存在している不確定
な要素を、中古住宅市場は明確に価格差の形で示している。
ここまで中古マンション市場のデータをもとに、価格について議論したが、疑問が生
じた。中古マンション市場は住居を扱っている一つの大きな市場として分析を試みてき
たが、居住者の有無でマンションの金額が大きく変わる点から考えて、複数の市場が同
一の流通経路で処理されているのではないか、という点である。実務において不動産業
者の区分けは、賃貸仲介、売買仲介、管理部門などに分かれている。今回の分析対象と
しては売買仲介が対象となるが、その中にもさらに居住用売買の担当者と投資用物件の
担当者は異なることが多い。このような、実際に売買を担当する人間が異なっている現
状は中古マンション市場の中では分類されているのであろうか。新しい角度からの分析
をおこなう。
表 3-1 で行った重回帰分析と同じデータを用いて、中古マンション市場を二つに分類
を行ったのが、次の表 3-2 に示す判別分析である。ｘ1、ｘ２、ｘ3は同じ変数、ｘ５には新
しく価格を変数とした。結果 81.1％と高い判別結果が得られた。すなわち、現在の中
古市場では他の条件が同じであっても居住者の有無のみでグループ分けされる。居住者
の存在する物件では大きく減額されて流通に乗せられている、という分析結果が得られ
る。
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表 3-2 居住者の有無による判別分析結果
独立変数 回帰係数
ｘ１ 時間（分） 0.098
ｘ２ 専有面積（㎡） -0.02
ｘ３ 築年数（年） 0.11
ｘ５ 価格（万円） .002
定数 -9.639
ｚ（判別得点:ｚ>0 ならば居住者有、ｚ<0 ならば居住者無）
= -9.639 +0.098ｘ１ -0.02ｘ2 +0.11ｘ3 +0.002ｘ５
もう一度、1.2 節で挙げた例で検討してみる。この場合、ｘ１に 45 分、ｘ2に 80 ㎡、
ｘ3に 20 年、ｘ5に 2400 万円を代入して試算すると、0.171 と正の値が得られ、居住者
無の結果が得られた。住宅売却という一見、同一の市場とみられているものは、居住者
の存在する投資用の売買市場と居住者が無い実需向けの市場が合わさっているもので
はないかと推察される。
また、住宅を売却する個人側から見れば、より高額で住宅を売却する場合は、一旦居
住者がいない状態にしてから売却する必要がある。金銭や時間の負担が大きくなる。売
却時の問題点を第 3.2 節で議論する。
第 3.2 節 業者買取の問題点
中古住宅の売買は個人同士の売買を業者が仲介するのが一般的であるが、一旦不動産
業者に住宅を買い取らせることも可能である。プロの目でいったん査定することで価格
を明確にするという、一見合理的にみえる仕組みだが、あまり活用されていない。住宅
の保証制度という業者に対して大きなコストが存在するためである。個人が個人に向け
て売却するよりも、業者が買い取る金額は大幅に下がるのである。
例えば東京駅から一時間電車に乗った郊外の一軒家を考えてみよう。築 10 年の中古
住宅ならば 1,400 万円程度で仲介されている。同じ物件を個人から業者が買い取るなら
ば瑕疵担保のリスクを考えて 900 万円が相場だろう。売買時に発生するリフォーム費用
など個人よりはるかに安価にできる業者であれば個人間で取引するよりも高値で購入
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可能に思われるが、実際は反対の結果である。売却後に業者にのみ発生するリスクを考
えると、業者は個人が提示するより大きく減額した買取金額しか提示できない。
不動産業者が住宅を買い取った場合、リフォームして個人に再度販売することで利益
を得る。リフォームのコストが大きく見えるが、それよりも大きなコストが存在する。
法律上の瑕疵担保のコストである。宅建業法によれば、売主が不動産業者であり、買主
が個人である場合、住宅の重要な部分に対する瑕疵担保は 5 年と定められている。特に
木造住宅などで雨漏りやシロアリなどの躯体に関わる部分の瑕疵は契約時に発見して
いなくとも、その後 5 年間で発生した場合、かかった費用および瑕疵によって発生した
被害額はすべて損害賠償の対象となるのである。建物全体の費用は通常リフォーム費用
よりも大きい。
中古マンションに関しては、話がより複雑になり、どこまでが保証の範囲なのかがそ
もそも不明瞭である。配管がどこまでマンション全体の共有物となるのか、個々の住宅
のものであるのかの区分について曖昧さが存在する。サッシから水が漏れたら、侵入経
路は共用部分のベランダから浸水したのだろうか、それとも他の区分所有者から浸水し
たのだろうか。販売業者側に調査責任が発生し、箇所の特定が可能であっても、大きな
費用がかかることは間違いない。
瑕疵担保の趣旨は、生涯において数回しか行わない不動産取引において、個人を守る
ことである。業者に比べ建築や不動産知識の少ない個人の被害を最小限することを目的
としている。しかし法令があるゆえに、中古住宅の買取販売は訴訟リスクの高い業務と
なり、参加する業者は少ない。高いリスクを反映して個人間の取引よりも買取金額は低
くなる。中古住宅の取扱量が増加しない制度的な理由の一因であろう。
第 3.3 節 第 3 章まとめ
中古マンション市場の取引を分析すると、現在の価格理論では取り上げられていない
居住者の有無が価格に大きな影響を及ぼしていると思われる。背景としてローンの種類
による金利差や査定が行いにくい状況に加え、業者買取が行いにくい背景の存在をあげ
た。中古住宅流通の促進には、査定業務の促進だけでなく背景となっている制度の変更
も必要と推測される。
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第４章 結論
住宅の需給バランスが変化する状況下では、個人の購入による資産への影響も変化す
る。住宅価格が値下がり傾向では、新築住宅をむやみに買うと大きな損失を出す。住宅
の市場価格を確認しながら資産をマネジメントすることで大きな損失を避け得る。中古
市場の充実は個人に対し、資産状況の明確化と大きな損の回避をもたらす。
第 4.1 節 住宅市場の定量化と個人の方針
本プロジェクト研究の 2つの目的のうち、1つ目として、住宅の需給変化を定量化し、
個人の対応方針を明確にする目的があった。需給変化の定量化として第 2.1 節で確認し
た通り、1990 年代以降は東京圏でもストックの住宅数が世帯数を超える供給過多の状
態である。人口減にともなう世帯減が予測される将来において、空き家の増加は予測で
きても極端な住宅価格の値上がりは予想しにくい。
個人の住宅購入の判断も変わらなければならない。値上がり時に有効だった長期ロー
ンを組んで新築住宅を購入する方法では、値下がり時には大きな損をすることとなる。
子供ができたから家を購入するような、上の世代のライフスタイルを模倣すると経済的
に破綻する可能性が高まるのである。新築住宅の購入を信用取引として考えるならば、
基本的な行動指針は一つ、値上がりが見込める際にだけ購入すべきである。すなわち個
人的なライフイベントに合わせて住宅を用意するのではなく、住宅ローンという低いコ
ストで資金調達できる不動産事業を行うと考えれば理解しやすいだろう。都心の超一等
地など立地などの面で非常に限られた場所でのみ可能な方針だと思われる。
消極的な解決策としては賃貸住宅を利用して、個人の資産から住宅を外せばよい。住
宅ローンを組まないなら、ローン破綻の可能性は無くなる。業務上で転勤などを急に命
じられても問題は生じない。隣人とのトラブルが万一発生しても引越せばよいだけであ
る。子供の学校に通いやすい地域にも移れる。もっと単純にその町に飽きた、といった
わがままな理由で転居しても何の問題もない。自由である。一般的な常識と異なり、子
供のいる家庭のように教育資金がかかる世帯こそ、賃貸住宅の利用で家計の破たんリス
クを下げられるのである。
それでも住宅を購入したい個人に対する積極的な解決策は、中古住宅の活用である。
損を可能な限りしないように方針を考えるならば、売買時の値下がりを可能な限り避け
る方針が良いだろう。例として挙げた中古マンションの市場価格によれば、ある程度市
場価格の落ちこんだ 15年目に中古マンションを購入して、大きな補修が必要となる 25
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年以降で売却すれば、大きな価格差は見られない。売却と購入金額の差額で、10 年自
宅を保有できる。固定資産税も中古マンションであれば大きくならない。購入時にイン
スペクション(査定)をきちんと行うことで、中古住宅の性能面もある程度は担保される
ため、売却時の売値を予想することも一層容易となる。
住宅市場をみて住居の売買を行う資産マネジメントを積極的に採用できれば、値下が
り傾向の中でも住宅購入によって大きく資産を減らさない方針がとれるのではないだ
ろうか。再度主張するが、今までのように個人の都合に合わせて住宅購入をするのでは
なく、住宅市場の都合に合わせた売買を行い続ける必要がある。
資産面を優先した判断を行う必要性は高いと思われる。なぜならば、2.2 節で述べた
空き家とは個人の問題でもあるからだ。子世帯が親の住宅を相続すると考えると、将来
的に一つの世帯が多くの住宅を所有する可能性も考えられる。子供のいない夫婦が、そ
れぞれ一人っ子だった場合、双方の親の家に加え、自身が購入した家の 3軒の住宅を管
理する必要が発生する。人が住まなくなった住宅は劣化するため、定期的な風通しだけ
でも行う手間が発生する。兄弟姉妹の少ない少子化は、一世帯複数住宅のような事態も
発生し得る。保有しているだけで固定資産税というコストが発生する資産についてどの
ように判断すればよいのだろうか。既に述べた通り、値上がりが予想されれば所持すれ
ばよいし、そうでなければ賃貸するなり、売却をお勧めする。早めに対応しないと、次
の世代に税金のかかる廃墟を引き継ぐ羽目になりかねないからである。
第 4.2 節 中古マンションの価格要因
本プロジェクトの 2つ目の目的として、中古住宅の価格要因を明確にすることを挙げ
た。3.1 節で分析したように、同じファミリー向け物件であっても通勤時間を示す立地
や築年数や広さといった今まで知られていた要素の他に、居住者の有無が大きな影響を
与えている可能性が示された。背景としては法律上賃借人が大きく保護されていて事実
上追い出すことが難しく、自己使用する住宅についてローン金利の優遇政策も重ねて存
在する。本論文で売り出し価格の分析を行った結果、約 20％の価格差が推定された。
個人がこの歪みを活用すれば、資産をマネジメントする上で住宅を売買する際に有利
な立ち位置でいられるのではないだろうか。現在よく行われているように、居住者がい
ない中古物件を購入して、不要になったら住宅を業者に買い取らせると、自身が居住し
ているため価格面で不利になる。購入するときは居住者の存在する物件を購入し、数か
月後には自身が居住する。その後、売却するときは居住者である自身が退去してから売
却すれば、もっとも有利となり得るのではないだろうか。中古マンションの売買を行お
うとすると、立地や築年数など変更不可能な要素と、居住者の有無や設備といった変更
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可能な要素が絡み合って存在している。既に個人資産として住宅を購入済みであるなら
ば、変更可能な要素に手を加えることで売却価格に影響を与えることができ得ると考え
ている。
参考文献
1. 伊藤隆敏（1993）「マンション価格の賃貸料の動向と効率性のテスト」
『住宅土地経済 1993年春季号』㈶日本住宅総合センター
2. 藤澤 美恵子 隅田 和人 (2001) 「東京大都市圏における新築マンション価格のヘドニック分析」
都市計画論文集 日本都市計画学会
3. 清水 千弘 唐渡 広志 (2007）『 不動産市場の計量経済分析 』朝倉書店
4. 不動産情報サイト Athome
http://www.athome.co.jp/
5. 内閣府（2014）「日本再興戦略」-JAPAN is BACK- 2014年 6月 14日
www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf
6. 国土交通省（2013）「既存住宅インスペクション・ガイドライン」2013年 6月 17日
www.mlit.go.jp/common/001001034.pdf
7. 国立社会保障・人口問題研究所（2013）「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」
www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sH2401s.html
8. 総務省統計局（2013）「住宅・土地統計調査」
www.stat.go.jp/data/jyutaku/2013/10_1.htm
9. 総務省統計局（2013）「人口移動台帳」
www.stat.go.jp/data/idou/index.htm
10. 東京カンテイ（2009）「三大都市圏と福岡県のマンション価格インデックス 2009」
www.kantei.ne.jp/release/PDFs/59index-syuto.pdf
11. 国土交通省(2013)「中古不動産流通市場の活性化に向けた施策の展開について」
www.retio.or.jp/attach/archive/88-052.pdf
